
令和元事業年度
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第 １３ 期

自 平成３１年４月 １日

至 令和 ２年３月３１日

公立大学法人 宮崎公立大学





収入

運営費交付金 520,630,000 520,630,000 -

自己収入 539,931,000 537,827,833 △ 2,103,167

授業料及び入学検定料収入 528,603,000 528,014,250 △ 588,750

その他収入 11,328,000 9,813,583 △ 1,514,417 （注１）

寄附金収入 - 265,364 265,364 （注２）

補助金収入 17,370,000 16,832,520 △ 537,480

目的積立金取崩額 14,801,000 9,482,000 △ 5,319,000 （注３）

1,092,732,000 1,085,037,717 △ 7,694,283

支出

業務費 1,075,362,000 994,115,490 △ 81,246,510

教育研究経費 337,635,000 305,479,831 △ 32,155,169

人件費 642,045,000 608,572,892 △ 33,472,108

一般管理費 95,682,000 80,062,767 △ 15,619,233 （注４）

- 301,000 301,000 （注５）

施設整備費 16,370,000 15,933,550 △ 436,450

補助金事業費 1,000,000 898,970 △ 101,030 （注６）

1,092,732,000 1,011,249,010 △ 81,482,990

0 73,788,707 73,788,707

○予算と決算の差異について

（注６）補助金事業費については、予算上の計画額と実際の執行額に差が生じ、補助金の受入額が下回ったた
め、決算額が少額となっております。

（注３）目的積立金取崩額については、充当する業務費が減少したことから、予算額に比して決算額が少額と
なっております。

（注４）一般管理費については、経費の削減に努めたことにより、予算額に比して決算額が少額となっており
ます。

（注５）寄附金事業については、寄附金の使途計画に基づき、前年度からの繰越額を執行しております。
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備考
（決算－予算）

（注１）その他収入については、予算上の収入額と実際の収入額に差が生じ、その他収入の受入額が下回った
ため、決算額が少額となっております。

（注２）寄附金収入については、作成した使途計画に基づき執行することとしており、全額を寄附金債務とし
て次年度に繰越しております。

計

受託研究等経費及び寄附金事業費等

計
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